
事 業 報 告

自 平成 27 年 4 月 1 日

至 平成 28 年 3 月 31 日

１．会社の現況に関する事項

（１）事業の経過及びその成果

当該事業年度におけるわが国の経済は、前半は政府による経済対策や日本銀行の金融

政策の効果から企業業績や雇用情勢の改善がみられ、景気は緩やかな回復基調が続きま

した。しかし後半は新興国をはじめとした海外経済の景気下振れによる国内経済への影

響や、金融市場における急速な円高や株安の不安要素も見受けられ、楽観できない状況

が続きました。

北海道経済はアジアを中心とした外国人観光客の増加や、北海道新幹線の開業により、

観光は引き続き好調に推移し、企業による設備投資の増加や雇用・所得環境の改善によ

り景気は緩やかに持ち直しましたが、個人消費は国内と同様年度後半は円高を背景とし

た外国人観光客の購買動向の沈静化をはじめ、消費者の節約志向が顕著となり厳しい状

況で推移いたしました。

このような環境のもと、さっぽろ地下街では年間コンセプトを「あなたと、ちかとも。」

とし、年間を通じ集客向上を図る催事を効率的・効果的に実施し、ポイントクラブ会員

へのインセンティブの強化、外国人観光客向け免税店の拡充やスタッフ研修を実施し顧

客満足度の向上を図ってまいりました。あわせて札幌市による消費喚起の施策である、

さっぽろプレミアム商品券の販売を担い、利用促進となる催事を実施する等、売上向上

につながる取組をおこないました。その結果、今年度のさっぽろ地下街の来客数は伸長

し(前事業年度対比 3.3％増)、外国人観光客の購買動向沈静化や消費者の節約志向があっ

たにもかかわらず、売上は前年度並みとなる、13,464 百万円（同 0.6％減）となりました。

当該事業年度における当社の事業状況は、平成 24 年度より実施しております設備の大

規模改修工事の一部、階段上屋改修工事等が完了いたしました。

損益については売上面で駐車場売上、壁面広告収入が好調に推移したものの、他の事

業収入が減少したことにより売上高は1,958百万円(前事業年度対比0.04％増)と微増とな

りました。費用面では改修工事に伴う減価償却費の増加はあったものの維持管理に伴う

費用及び営繕費の削減により営業利益は 134 百万円（同 43.8％増）の増益となりました。

営業外収支では雑収入の増収と支払利息の減額により経常利益は143百万円（同53.4％

増）、当期純利益は、更新工事に伴う固定資産除却損が増額とはなりましたが、73 百万円

（同 56.0％増）と増益を確保することができました。今期の配当につきましては、昨年

同様、一株あたり 30 円（年 6％）を維持することとしております。株主の皆様におかれ

ましては、より一層のご支援とご理解を賜りますようお願い申し上げます。

（２）対処すべき課題

翌事業年度の道内の景気動向は、今年 3 月に開業した北海道新幹線の効果に期待しつ

つも、今年度後半の予断を許さない状況が続くと予想され、また、平成 29 年 4 月に予定

される消費税の可否についても大いに気になるところです。

大通地区においては、市電のループ化、商業施設等の開業後の活性化が期待されると

ころですが、消費者の節約志向や微少ながらも人口減少による需要減少が見込まれるこ

とから、当社の事業環境は厳しさが増すものと思われます。こうした環境のもとで当地

下街は開業 45 周年を迎えますが、引き続き大規模改修工事を実施し快適な環境と安心・

安全な地下街を維持し、札幌地下街商店会と一体となり、来街者の増加につながるにぎ

わいの創出に取り組み、皆様に愛される、魅力のある地下街を目指してまいります。
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（３）資金調達等の状況

当該事項はありません。

（４）設備投資の状況

当期における設備投資の総額は 181 百万円です。主なものでは隣接ビルインターホン

設備更新工事 13 百万円、ポールタウン狸小路 3 丁目エスカレーター駆動部更新工事 12

百万円、階段上屋改修工事 103 百万円を実施いたしました。

（５）直前 3 事業年度の財産及び損益の状況

区分
第 44 期

（平成 24 年度）

第 45 期

（平成 25 年度）

第 46 期

（平成 26 年度）

第 47 期

（当事業年度）

売 上 高 1,900 百万円 1,928 百万円 1,957 百万円 1,958 百万円

経 常 損 益 176 百万円 143 百万円 93 百万円 143 百万円

当期純損益 73 百万円 71 百万円 47 百万円 73 百万円

一株当たり当期純損益 70 円 50 銭 68 円 72 銭 45 円 57 銭 71 円 09 銭

総 資 産 6,931 百万円 7,183 百万円 7,051 百万円 6,970 百万円

（６）主な事業内容

地下通路の管理、及び地下通路に付帯する店舗等の管理・賃貸をいたしております。

（７）主要な営業所

本 社 札幌市中央区南 2 条東 1 丁目 1 番地 14

オーロラタウン 札幌市中央区大通西 1~3 丁目（33,645 ㎡、地下駐車場 15,149 ㎡含む）

ポールタウン 札幌市中央区南 1~4 条西 3~4 丁目（14,222 ㎡）

（８）使用人の状況

使用人数 対前期比増減 平均年齢 平均勤続年数

51 名 2 名減 47.0 歳 6.2 年

※使用人数は正社員、契約社員、嘱託社員及び時間給社員です。

（９）主要な借入先及び借入額

借入先 借入額（対前期比増減）

株式会社日本政策投資銀行 592 百万円（85 百万円減）

株 式 会 社 北 洋 銀 行 381 百万円（56 百万円減）

札 幌 信 用 金 庫 141 百万円（20 百万円減）
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２．株式に関する事項

（１）発行可能株式総数 1,600,000 株

（２）発行済株式の総数 1,040,000 株

（３）当事業年度末の株主数 52 名

（４）大株主

（発行済株式の総数に対するその有する株式の割合が高いことにおいて上位となる 10 名の株主）

株 主 数
当社への出資状況

持株数（株） 出資比率（％）

札 幌 市 246,000 23.65％

札 幌 商 工 会 議 所 105,400 10.13

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 100,000 9.62

北 海 道 60,000 5.77

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口 4） 60,000 5.77

株 式 会 社 北 洋 銀 行 52,000 5.00

大 成 建 設 株 式 会 社 36,000 3.46

あ い お い ニ ッ セ イ 同 和 損 害 保 険 株 式 会 社 31,500 3.03

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 30,000 2.88

株 式 会 社 札 幌 丸 井 三 越 28,300 2.72

３．会社役員に関する事項

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当及び他の法人等の代表状況

代 表 取 締 役 社 長

専 務 取 締 役

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

監 査 役

監 査 役

監 査 役

小 澤 敏 美

森 裕 傑

松 岡 正 治

西 村 茂 樹

椎 根 雅 道

芝 富 士 夫

明 道 進

光 地 勇 一

荒 木 啓 文

荒 井 功

松 嶋 一 重

辻 清 宏

小 林 良 輔

本 間 公 祐

施設部長

㈱ほくせん特別顧問

札幌中央アーバン㈱取締役会長

札幌商工会議所専務理事

札幌市経済局長

㈱日本政策投資銀行北海道支店長

辻清宏税理士事務所

㈱北洋銀行常務執行役員法人推進本部・

副本部長 兼 公務金融部長

北海道電力㈱常任監査役

（注）１．当事業年度中における取締役の異動は次のとおりであります。

・平成 27 年 6 月 19 日開催の第 46 期定時株主総会決議における異動

新 任 取締役 芝 富士夫、取締役 松嶋 一重

退 任 取締役 鈴木 保雄、取締役 関根 久修

・平成 28 年 3 月 31 日付辞任 取締役 荒井 功

２．取締役 明道進氏、光地勇一氏、荒木啓文氏、荒井功氏、及び松嶋一重氏は、会

社法第 2 条第 15 号に定める社外取締役であります。

３．監査役 辻清宏氏、小林良輔氏、及び本間公祐氏は、会社法第 2 条第 16 号に定め

る社外監査役であります。
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４．会計監査人の状況

（１）名 称 新日本有限責任監査法人

（２）会計監査人が受けた過去 2 年間の業務停止処分に係る事項

・金融庁が平成 27 年 12 月 22 日付で発表した業務停止処分の内容

処分対象 新日本有限責任監査法人

処分内容 平成 28 年 1 月 1 日から平成 28 年 3 月 31 日までの 3 ヶ月間の契約の

新規の締結に関する業務の停止

処分理由 社員の過失による虚偽証明

監査法人の運営が著しく不当

・当社の対応

当社は、同監査法人の再発防止に向けた改善への取組及び当社に対する業務監査

は適正かつ厳格に遂行されていることを確認しております。

５．内部統制についての取締役会決議の状況

業務の適正を確保するための体制等の整備について、取締役会で決議した内容

の概要は次のとおりであります。

（１） 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

法令遵守については、コンプライアンスに関する規範体系を明確にするととも

に、組織体制として役職員の役割を定め、体制の確立を図ります。

（２） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

役職員の職務の執行に係る情報については、その保存媒体に応じ、遺漏無きよ

う十分に注意をもって保存・管理に努めます。

（３） 損失の危険の管理に関する規定その他の体制

統一的なリスク管理体制確立のため、職務の執行に伴うリスクカテゴリーを分

類・整備し、効果的な予防と混乱無き対処を目指します。

（４） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

役職員の職務の執行が適切かつ効率的に行われる体制づくりとして、「定例役員

会要領」など諸規定を整備し運用しております。

（５） 監査役がその職務を補助すべき使用人（補助使用人）を置くことを求めた場合

における当該使用人に関する事項

当社企業規模並びに業務ボリュウムから、原則として専属のスタッフは配置せ

ず、総務部担当者が必要に応じ、監査役スタッフ業務を兼務するものとします。

（６） 補助使用人の取締役からの独立性に関する事項

その担当者の指名や業務内容、期間等について事前に取締役と監査役が意見交

換を行うものとします。

（７） 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に

関する体制

全ての役職員は、当社に著しい損害を及ぼす虞や事実の発生、信用を著しく失

墜させる事態、内部管理の体制・手続等に関する重大な欠陥や問題、法令違反等

の不正行為や重大な不当行為等について知り得たときには、法令に従い速やかに

監査役に報告するものとします。

（８） その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人から会計監査内容

について説明を受けるとともに、情報の交換など連携を維持するものとします。
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６．内部統制についての運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制等の運用状況については、次のとおりであり

ます。

（１） 重要な会議の開催状況について

取締役会を 5 回開催したほか、毎月 2 回経営会議を開催し、情報の共有化を図

るとともに経営課題の対応について審議いたしました。

（２） 監査役の職務の執行について

監査役は、監査計画に基づいた監査を行ったほか、取締役会やその他重要会議

への出席、代表取締役社長との懇談会、事業場往査等を実施いたしました。これ

らを通じ、監査役が業務執行の状況やコンプライアンスに関するリスクを監視し、

実効的な監査が行われるように努めました。
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貸 借 対 照 表
平成 28 年 3 月 31 日 現在

金 額 金 額

千円 千円

481,447 818,321

321,815 161,196

29,637 7,584

60,000 63,904

582 26,553

40,443 231,194

28,968 30,088

6,489,131 44,429

4,258,603 247

3,699,323 114,867

2,898 27,140

169,520 11,114

4,500 100,000

67,214 2,640,867

315,146 954,694

748,867 338,801

1,693 1,270,185

7,487 43,626

739,559 32,541

126 1,019

（投資その他の資産） 1,481,660 3,459,189

541,233

13,867 3,511,390

901,969 520,000

7,768 520,000

16,606 2,991,390

214 130,000

2,418,800

442,590

3,511,390

6,970,579 6,970,579資 産 合 計

負 債 の 部 合 計

繰越利益剰余金

負債・純資産合計

そ の 他

保証金返還積立金

別 途 積 立 金

純 資 産 の 部

利 益 準 備 金

（ 資 本 金 ）

（ 利 益 剰 余 金 ）

差 入 保 証 金

資 本 金

【 株 主 資 本 】

純資産の部合計

長 期 前 払 費 用

修 繕 引 当 金

建 設 仮 勘 定

投 資 有 価 証 券

退職給付引当金

（無形固定資産）

資 産 除 去 債 務

施 設 利 用 権

リ ー ス 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

土 地

長期繰延税金資産

長 期 未 払 金

電 話 加 入 権

リ ー ス 資 産

長 期 借 入 金

受 入 敷 金

【 固 定 負 債 】

受 入 保 証 金

未 収 入 金

有 価 証 券

商 品

繰 延 税 金 資 産

その他流動資産

建 物

構 築 物

未払金（総務部）

未払金（営業部）

未払金（施設部）

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

１年内返済長期借入金

１年内返済保証金

器 具 備 品

現 金 及 び 預 金

負 債 の 部

【 流 動 資 産 】

科 目科 目

資 産 の 部

【 流 動 負 債 】

未 払 消 費 税 等

（有形固定資産）

前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

【 固 定 資 産 】
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損 益 計 算 書
自 平成 27年 4月 1日

至 平成 28年 3月 31日

千円

1,958,744

1,622,987

売 上 総 利 益 335,756

【販売費及び一般管理費】 200,786

営 業 利 益 134,969

受取利息・配当金 3,826

雑 収 入 22,104 25,931

支 払 利 息 17,803

雑 損 失 20 17,824

経 常 利 益 143,076

固 定 資 産 除 却 損 25,888 25,888

税引前当期純利益 117,188

法人税、住民税及び事業税 42,891

法 人 税 等 調 整 額 360

当 期 純 利 益 73,936

【 特 別 損 失 】

科 目 金 額

【 売 上 高 】

【 売 上 原 価 】

【 営 業 外 収 益 】

【 営 業 外 費 用 】
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（単位：千円）

別 途
積立金

繰越利益
剰余金

520,000 130,000 2,418,800 399,854 2,948,654 3,468,654 3,468,654

剰余金の配当 △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200

当期純利益 73,936 73,936 73,936 73,936

42,736 42,736 42,736 42,736

520,000 130,000 2,418,800 442,590 2,991,390 3,511,390 3,511,390

平成27年4月1日残高

当期変動額

当期変動額合計

平成28年3月31日残高

株主資本等変動計算書

（自 平成 27年 4月 1日 至 平成 28年 3月 31日）

株主資本

純資産
合 計

資本金

利益剰余金

株主資本
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利 益
剰余金
合 計
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１．記載金額については、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券 ・・・ 償却原価法

その他有価証券

時価のないもの ・・・ 総平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

商 品 ・・・

（３）固定資産の減価償却方法

有形固定資産
（リース資産を除く）

・・・

無形固定資産
（リース資産を除く）

・・・

リース資産 ・・・

（４）引当金の計上基準

賞 与 引 当 金 ・・・

修 繕 引 当 金 ・・・

退 職 給 付 引 当 金 ・・・

（５）消費税等の会計処理は税抜処理によっております。

３．貸借対照表に関する注記

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

建 物 3,698,747千円

構 築 物 2,898千円

定 期 預 金 1,853千円

計 3,703,499千円

②担保に係る債務

１年内返済長期借入金 85,200千円

長 期 借 入 金 507,300千円

計 592,500千円

（２）有形固定資産の減価償却累計額 9,685,107千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当事業年度の末日における発行済株式の総数（普通株式） 1,040,000株

（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

平成27年６月19日の第46期定時株主総会において、次のとおり決議しております。

配当金の総額 31,200千円

配当の原資 利益剰余金

1株当たり配当額 30円

基準日 平成27年３月31日

効力発生日 平成27年６月22日

（３）当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

平成28年６月22日の第47期定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

配当金の総額 31,200千円

配当の原資 利益剰余金

個 別 注 記 表

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算
定）

定額法を採用しております。ただし、平成19年３月31日以前に取得したものについては、旧
定額法を採用しております。なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３
年間で均等償却しております。

定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

固定資産の周期的な修繕に備えるため、過去の実績を勘案して計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき
計上しております。
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1株当たり配当額 30円

基準日 平成28年３月31日

効力発生日 平成28年６月23日

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な内容は、修繕引当金、退職給付引当金の否認等であります。

なお、「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成28年

３月29日に成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるものに限る）に

使用した法定実効税率は、前事業年度の32.80％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４月１日から平成30年３月

31日までのものは30.65％、平成30年４月１日以降のものについては30.41％にそれぞれ変更されております。

この税率変更により、 繰延税金資産が3,705千円減少し、 法人税等調整額が同額増加しております。

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

７．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

（２）金融商品の時価等に関する事項

（単位：千円）

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（1）現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（2）有価証券、及び（3）投資有価証券

証券会社等、各取扱金融機関の開示する時価情報によっております。

（4）保証金返還積立金

（5）未払金

当社事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりです。

（注1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

保証金返還積立金（貸借対照表計上額は、901,969千円）については、主としてテナントからの預り金（保証金及び敷金）を銀

行預金で運用しております。そのうち当事業年度末から起算して満期まで１年を超える１件について、期間に基づく区分ごと

に、新規に預金を行った場合に想定される預金金利で割り引いた現在価値を算定する方法によっております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。なお、上記金額

は、未払金（総務部）、未払金（営業部）、未払金（施設部）の合計となっております。

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しており
ます。

資金運用については、元本の回収確実性を最重視し、かつ常識的な運用益が得られるような商品で運用しております。また満期
設定のある金融商品は、原則としてその満期日もしくは償還日まで保有するものとし、金融機関の選定についても信用面に留意
しつつ、安全性の確保に努めております。
有価証券及び投資有価証券は主として公社債等の債券であり、半期ごとに時価把握を行っております。
借入金の使途は設備投資資金（長期）であり、いずれも固定金利の証書貸付であります。なお、デリバティブ取引は実施しており
ません。

貸借対照表
計上額（*）

時 価（*） 差 額

（1） 現金及び預金 321,815 321,815 -

（2） 有価証券 60,000 60,083 83

（3） 投資有価証券

満期保有目的債券 540,423 554,061 13,638

（4） 保証金返還積立金 30,000 30,021 21

（5） 未払金 ( 321,653 ) ( 321,653 ) -

（6） 長期借入金（一年内返済分を含む） ( 1,115,890 ) ( 1,170,780 ) 54,890
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（6）長期借入金（一年内返済分を含む）

８．賃貸等不動産に関する注記

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項

９．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり純資産額 3,376円33銭

（２）１株当たり当期純利益 71円09銭

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

（注1）貸借対照表計上額は、有形固定資産に計上されている建物（建物附属設備を含む。）、構築物及び無形固定資産に計上さ
れている施設利用権のうち、賃貸の用に供される部分の取得原価から減価償却累計額を控除した額であります。

（注2）当事業年度末における時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて不動産鑑定事務所が算定した金額（指標等を
用いて調整を行ったものを含む。）であります。

借入金については、元利金の合計額をリスクフリーレートにスプレッドを加算して算出する利率で割り引いて算定する方法に
よっております。

（注3）一年内返済保証金（貸借対照表計上額は、7,584千円）及び受入保証金（貸借対照表計上額は、338,801千円）、受入敷金

（貸借対照表計上額は、1,270,185千円）は、退去時期が未定であり、かつ将来キャッシュフローを見積もることなどができず、時価

を把握することが極めて困難と考えられるため、上記の表には記載しておりません。

当社では札幌市内において、地下商業施設として賃貸用不動産を有しております。

（注2）非上場株式（貸借対照表計上額は、810千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積もることなどができず、

時価を把握することが極めて困難と考えられるため、「(3）投資有価証券」には記載しておりません。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価

4,588,827 7,240,862
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